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Summary
ThereAresomecoupleswhohavetoliveseparatelytokeeptheirjob.Insomecases,wifehaveprofessional
0ccupation占andliveseparatelyfromtheirfamilytokeeptheirjob(forexample,inthecaseofwomenacademies).
Wehavenamedthiskindoflivingsty19-DualHabitationRYOZUMAI'.Irlthispaper.Wesurveyedyoungcareer
womenandconsideredtheirthinkingforDualHabitation.Theresultsareasfolows.
1.Manyofthemhavelicenseofarchitectureandworktillateatnight.2.Theyhavehighprideontheirjoband
hopetocopewithbothjobandmarriedlife.3.Theyareacceptableforbeingtransferredtofarareafortheir
careerandmanyofthemfeelsympathyfor'DualHabitationT.
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1.研究の背景と目的
女性の高学歴化や社会進出とともに､近年､結婚して
子どもができてもずっと仕事を続ける就業継続型の共働
きを望む女性が増加している●1)｡また､専門的職業に就
く女性が増えるなど､女性のキャリアアップも進んでい
る｡そうした中､有配偶女性が就業上の理由で､家族と
日常の住まいを別にすることを選択するケースも増えて
きている●2)｡少子化の中で女性の労働力が重要視されて
いること､就業形態の変化､家族観やライフスタイルの
多様化などから､有配偶女性が職業上の理由で配偶者と
住居を別にするケースは､今後はそれほど特殊なことで
はなくなっていくと考えられる｡
本研究では､r(･経済的にも生活的にも)自立した個と
( 1 )
個とカップル (法律婚に限定しない)が､職業上の理由l
で配偶者と日常の住居を別にする二カ所居住｣を "両住
まい"と規定している●3)｡すなわち､"両住まい"は､
家計を支える単身赴任の夫とその扶養家族にイメージさ
れる扶養 ･被扶養あるいは固定的性別役割分業観に基づ
く関係ではなく､1)ある種の専門的職業に就くため､あ
るいは職業を継続するために日常は夫婦が住まlいを別に●◆
する単身赴任でかつ共働きである●4'､2)夫婦が経済的に
も生活的にも自立し､個と個としてほぼ対等な関係にあ
る､ことが特色である｡
ところで､大学に勤める女性研究者の中にも家族と住
居を別にしている事例は少なくないことから､筆者らは
既報●5)において､"両住まい"女性研究者を対象に､そ
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の居住実態と居住支援ニーズを検討した｡その結果､①
ダブルインカムと友人や親戚などの支援に依拠して､経
済性よりも仕事への情熱を最優先させていること､②女
性の側の就業が契機となって､"両住まい"を選択した
カップルが多いこと､③住居費や交通費などの経済的負
担は相当大きいが､それに対する援助は殆ど受けていな
いこと､④住宅 ･住環境整備については経済的支援より
も､家事や育児に対するサービスや設備への要求が強い
ことなどが明らかになった｡
しかしながら､上記の調査は､現在 両`住まい"中の
女性研究者を対象としたため､調査人数が限られたもの
であった｡そのため､対象を-般の女性専門職に広げて､
今後の 両`住まい"の潜在的な可能性を探ることが課題
とされた｡そこで本稿は､ 両`住まい"に至る経緯は､
女性が専門性の高い職業に就き､仕事への情熱を最優先
させるなど､女性の側の職業上の理由が契機となるケー
スが多いという先の調査結果を踏まえ､将来的に "両住
まい"を選択する要素を持つ､いわゆる "'両住まV､"予
備軍として､比較的専門性の高い職業に就く若年女性を
対象に､その職業観や結婚観を把握するとともに､"両
住まい"の潜在的な志向の輪郭を把握することを目的と
する｡
2.既往研究の中での本研究の位置づけ
仕事のために住居を別にするカップルについては､
｢専門的 ･技術的職業に従事する夫婦が､それぞれ別の
土地で就労するため一時的に離れて暮らし時々出会う状
態｣をコミューター･マリッジ (commutermarriage)
と定義する社会学からの既往研究がみられるが､女性の
社会への関わり方や夫婦関係､家族関係に焦点を当てた
もので､居住問題の視点からの研究ではない'6)'7).
また､単身赴任あるいは共働き家族のぞれぞれの居住
問題に関しては､いくつかの既往研究●8)がみられる他､都
市における働く女性の住まい方と住環境に関する報告●9)
では､女性のための新しい都市生活のアイデアが出され
ている｡さらに､単身赴任家族そのものを対象としたも
のではないが､近江や金らによるネットワーク居住に関
する一連の研究●10)では､家族と分散居住に関する新た
な居住秩序の概念を検証している｡
しかしながら､本研究における "両住まい'は住生活
の面で､いわゆる単身赴任世帯と共働き世帯の双方の問
題を抱えていることに加えて､互いに自立した個と個の
カップルの共生による一つの住まい方を象徴している点
に大きな特徴があり､こういった視点から居住問題を捉
えた研究はみられない●1)｡また､女性自らが職業上の
(2)
理由で家族と住まいを別にしている事例については､そ
の全貌さえ明らかにされていない段階である｡本研究の
最終的な目的は､"両住まい"家族の居住実態と居住
ニーズを探ることにより､自立した個と個のカップルの
共生の視点から､今後の住宅に求められる住環境や居住
支援のあり方を探る手がかりを得ることであるが､本稿
はまずその手始めに､"両住まい'予備軍層の志向を探
るものである｡したがって､本稿では､現実の居住問題
を追求することよりも､専門職若年女性の 両`住まい"
への潜在的意識を明らかにし､"両住まい"の今後の動
向を考察する点に力点を置いている｡
3.研究の方法
専門的な職業に従事する若年女性として､大阪市立大
学生活科学部の住居学科 (住環境学科)卒業生および同
大学院の修了生で､住宅や建築関係などの職場で働く未
婚女性を対象とした｡調査対象者は､自分の仕事の位置
づけが明確になると考えられる就職後2-3年以上経過
した著し未婚者が比較的多い30歳代までの年齢の者など
を考慮して､1987年から1999年に卒業 (修了)した者と
した｡なお､未婚者を対象としたのは､既婚者よりも就
業者が多いことに加えて､既に生活基盤が定まった既婚
者よりも今後 "両住まい'の可能性が高く､"両住まい"
予備軍層の志向を把握する対象として適切であると考え
たことによる｡調査対象者は同窓会名簿'12)に勤務先が
明記され､かつ姓の表記から未婚とみられる者を抽出し､
郵送配布 ･回収によるアンケート調査を実施した｡
調査時期は平成13年11月～12月で､主な調査項目は､
(∋現在の生活､(参仕事に対する考え方､(釘結婚観､④
"両住まい"意識である｡なお､調査票の配布数は115､
回収数は70で､回収率は60.9%であった｡
4.回答者の特徴
4-1.回答者の属性
回答者は学部卒業が58各 (83%)､大学院修了者が12
名 (17%)である｡年齢は､25-29歳が25名 (36%)､
30-34歳が32名 (46%)､35歳～39歳が13名 (19%)で､
30歳代が全体の2/3を占めた｡
住居系学科卒業を反映して9割以上の者が一級建築士
や二級建築士などの有資埠者で､資格 ･免許の所有率が
極めて高いことが特徴的である (図1)｡建築士とインテ
リアコーディネーターなど､2種類以上の資格 ･免許を
併せ持つ者は34名で､資格 ･免許所有者全体 (64名)の
過半数を占めた｡
回答者70名中､調査時点での有職者は59名であった●13)0
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その内訳は､常勤が48名で､非常勤 ･パートが 7名､自
営業が4名である｡有職者の業務内容は､設計関係が31
名で有職者の過半数を占め､それ以外にも教育 ･研究関
係､コンサルタント業務など､専門性の高い職業に従事
している者が大部分である (図2)｡有職者の平日の平
均帰宅時間は､20時以降が7割以上に及んでいた｡また､
1/4以上の者が22時以降に帰宅しており､′ノ夜遅 くまで働
いている実態が窺えた (図3)｡年収は300円未満が22%､
300万円以上600万円未満が66%､60P万円以上が12%で
あった｡これは､常勤女性の年収の全国平均●川(300万
円未満が63%)と比べて高収入である｡
一級建集士
二線建築士
インテリアプランナー
インテリアコーディネーター
キッチンスペシャリスト
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図1 免許 ･資格の所有状況 (複数回答)
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図2 現在の仕事の業務内容
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図 3 平日の平均的な帰宅時間
4-2.働くことへの意識
有職者59名について､働くことに対する理由を尋ねた
結果をみると､複数回答では ｢一人の女性として､自立
した生活をするため｣が37名 (63%)で最も多かった｡
(3)
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ついで､｢経済的な理由｣33名 (56%)､｢働 くことは当
たり前だから｣24名 (410/o)､｢仕事への熱意 ･やりがい｣
21人 (36%)であった｡仕事に対する情熱以前に､仕事
をすることを当然のことと捉え､一人の女性として経済
的に自立した生活をする点に重きを置いている者が多い
ことが窺える (図4)0
仕事への熱鷺･やりがい
仕事が面白いから
自立した生活をするため
鋤く事は当たり前だから
経済的な理由
鴨場の霧島気がよいか.I:O
責格を生かしたいから o
老後のため ○
雫簾の生活を支えるたd:○
その他
不明
05 10 15 20 2$ 30 1賂 側(嶋位.･人)
図4 働く-理由ついて (有職者 N=59)
4-3.住まいや家事についての意識
未婚者を想定して調査対象者を抽出したが､回答者に
は同窓会名簿発行後に結婚した者､あるいは夫婦別姓や
事実婚などで､実際は配偶者がいる者が18名含まれた
●15'｡未婚で自分の親と同居 している者は29名､一人暮
らしが18名､夫と同居が17名であった｡現住宅は､｢一
戸建持ち家｣が最も多く40%で､ついで ｢民間賃貸住宅｣
が34%を占めた｡親と同居している場合は86%が ｢一戸
建持ち家｣であったが､一人暮らしや夫と同居の場合は
約 7割が民間や公共の賃貸住宅か社宅に居住 していた
(表 1)｡将来の希望の住宅タイプは､｢持ち家か賃貸か
にこだわらない｣とする者が29名 (41%)で最も多かっ
たが､既婚者については ｢一戸建持ち家｣希望も多い
(表2)0
有職者で日常の家事を ｢ほとんど自分で｣行っている
者は22名 (37%)､｢家族と分担している｣が8名 (14%)
であったが､親の家に同居している25名については､'全
員が何 らかの形で家事を家族に依存 していた (表 3)｡
夜遅くまで働 く生活は､家事を家族に依存することで成
り立っているとみられる｡同じく有職者について､家事
の外部サービスに対する意識をみると､｢積極的に利用
したい｣は殆どなく､｢できる限り外部サービスは使わ
ずに家族で分担 したい｣が61%､ついで ｢一部は外部
サービスを利用したい｣が31%であった (表4)0
このように今回の調査回答者は､建築士などの資格を
持ち､専門的職業に従事して夜遅くまで働き､収入が比
較的高いなど､いわゆる一種のキャリア的な特性を持つ
若年女性であるといえる｡しかしながら､そうした仕事
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中心で､.実際は家事を家族に依存する生活であるにも関
わらず､家事はあまり外部サービスに頼らずに､家族で
分担して行いたいという理想的希望がわりあい強いこと
が注目される｡
●
表 1 調査対象者の住宅タイプ
単位:人.( )内% N=70
一戸建持ち家 分譲マヽ 公共の賃貸 民間の賃貸 社宅零 寮や下宿 不明ン:ノヨン
親と同居n=29 25(86.2) 3(10.3) α0.0) 1(3.4) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)
夫と同居 ∩=17 3(17.6) 2(ll.8) 0(0.0)10(58.8)2(ll.8) 0(0.0)0(0.0)
一人暮らしn=18 0(0.0) 3(16.7) 2(ll.1)10(55.8) 1(5.8) 2(ll.1) 収0.0)
友人尊と同居n-8 0(0.0)1(16.7) 1(16.7) 3(50.0) 0(0.0) α0.0) 1(16.7)
表2 将来の住宅タイプ
単位:人.( )内% N=70
一戸建 分離マン 持ち家か賃 親の家を その他
持ち家 シヨン 賞にはこだ. - 継来したい
醍 者ありn=18 9(50.0) 3(16.7) 5(27.8) ∝0.0) 1(5.6)
配偶者なし∩=52 18(22.9) 5(7.1) 24(41.4) 3(4.2) 4(5.7)
表3 日常の家事について (有職者の場合)
ほとんど自分でしてい 自分と家族で 担して 自分がするときもあるしほとんど豪族がしてい
る いる 家族がする>≠*.鼻息 る
鏡と同居∩=25 0(0.0) 3(12.0) 5(20.0) 17(68.0)
夫と同居n=12 4(33.3) 4(33.3) 3(25.0) 1(8.3)
一人暮らし∩=17 17(100.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)
友人等と同居n=5 1(20.0) 1(20.0) 3(60.0) ∝0.0)
表4 有職者の家事にっいてめ考え方
単位:人.()内% N=70
すべて主 積極的に外 一部は できる限りその他
婦がする 部サービス 外部 外部サー
のがよい を利用 ビスは使わず.家族で.;
サービスを利用
配偶者ありn=13 1(7.7) 1(7.7) 2(15.4) ○(69.2)0(0.0)
配偶者なしn=46 0(0.0) 1(2.2)16(34.8) 27(58.7)2(3.4)
5.転勤や転職について
有職者59名のうち､現在の職場で､将来､転勤する可
能性がある者は12名､わからないという回答が15名であ
った｡単身赴任で転勤する場合､所属する勤務先から何
らかの支援があることを知っている者は20名で､その支
援内容は社宅の提供､住宅手当など､住宅に対する補助
が多い (図5)0
有職者に現在の仕事の継続について尋ねたところ､
｢今の仕事をできるだけ続けたい｣が28名で最も多かっ
たが､｢他の業種に転職したい｣(12名)や､｢今の会社
で仕事内容を変わりたい｣(4名)もいた (図6)｡また､
キャリアアップのためなら､条件によっては現在の居住
地から離れた遠方の職場への転勤 ･転職に応じても良い
とする者が回答者70名のうち44名 (63%)を占めた｡配
偶者がいるケースも､18名中8名 (44%)が転勤に応じ
てもよいと回答していることが注目される (表5)0
赴任地における社宅提供
赴任地における住宅手当の支給･補助
赴任地における宿舎･アパートの斡旋
別居手当の支給
一時帰宅のための特別休暇の付与
家族の赴任地方肋間旅費の支給
坊間家族への有治施設の提供
その他
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図5 単身赴任等に対する勤務先からの支援内容
定年まで続けたい
できる限り続けたい
ある程度お金が貯まるまで
結婚あるいは出産を捷会に辞めたい
他の集積に転職したい
仕事内容を変わりたい
勤務地を変わりたい
すぐにでも会社を辞めたい
不明
(4)
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図6 現在の仕事の継続について (有職者-59)
表5 キャリアアップのため●に現住地から離れた遠方に
転勤 ･転職に応じることについて
単位:人.N-70
条件によって 現住地からの どちらともいえ 不明
は転勤や転職をしてもよい 移動は考えられない ない
配偶者ありn=18 8(44.4) ●6(33.3) 3(16.7)1(5.8)
配偶舌なし∩=52 36(69.2) 3(5.8) 12(23.1) 1(1.9)
6.仕事と結婚についての考え方
一般論として女性が仕事を持つことについて尋ねたと
ころ､｢結婚や出産に関わらず仕事を持ち続ける方がよ
い｣(仕事と家庭両立)が39名 (56%)を占め､｢子ども
ができたら仕事をやめ､子どもが大きくなったら再び仕
事につく｣(再就職)が11名 (16%)であった｡｢女性は
職業を持たなくてもよい｣(非就職)や ｢結婚するまで
は職業を持つ｣(結婚退職)は皆無であった (図7)0
回答者自身の結婚と仕事については､｢結婚し子ども
を持つが､仕事も続ける｣が31名 (44%)で最も多かっ
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たが､一般論として尋ねた場合の ｢仕事と家庭両立｣よ
りは回答率が低下した｡一方､｢結婚し子どもを持つが､
出産を機会にいったん退職し､子育て後に再就職する｣
(再就職)は一般論で尋ねた場合よりも増加して30%を
占めた｡また､｢結婚するが子どもは持たず､仕事を一
生続ける｣(DINKS)が10%､｢結婚せず､仕事を一生
続ける｣(非結婚)は皆無であった (図8)0
このように､回答者の多くは仕事を持ち続けることに
強い意志を持っているが､結婚せずに仕事中心の生活を
したいとまでは考えていない｡結婚し､子どもも持つが､
その一方で仕事も続けたいという就業継続型の家庭生活
を望んでいる｡
結婚と仕事継続の関係で､悩んだり迷ったりした経験
がある者は30名 (43%)で､その内容は ｢家事や育児と
仕事との両立｣17名 (24%)､｢自分の勤務地と相手の勤
務地とが離れている｣が9名 (13%)であった｡有配偶
者18名については､悩んだり迷った経験を持つ者が11名
(61%)を占める (表6)0
具体的に結楯を考えるときに､仕事の都合で相手と別
居にならざるを得ない場合､あなたならどうするかとい
う質問をしたところ､表7に示すように､｢別々に住ん
でもよいから碍婚する｣は26名 (37%)､｢精神的なつな
がりがあれば結婚しなくてもよい｣が15名 (21%)であ
った.一緒に住むこと､あるい峠結婚という形を取るこ
とに､余り執着しない層がいることが窺える｡｢いった
ん自分が仕事をやめてでも結婚する｡または相手の職場
の近くに新たに仕事を探す｣と回答した23名 (33%)は､
仕事よりも結婚を重視するものの､仕事をやめるとまで
は考えていない層と捉えられ､既婚者に多くみられた｡
女性は職業を持たなくてもよい
措婚するまで職業を持つのがよい
子どもができるまで職業を持つのがよい
出産故退職し､子どもの成長故再就職
チビもができても仕雷を継続するのがよい
個人の考え方によるので一概にいえない
その他
不明
0I1 ll一
桁 毎'(-,'f.#PT/考招/i,:,;ノ',顔rv<,I/.:,I ≦詔坂萱材
05 10152025303540
(単位:人)
図7 女性が仕手 を持つことについて
措婚せずに仕事を続ける
痛嬬するが子どもを持たずに仕事を続ける
稀婚し子どもを持つが仕事も続ける
結婚･出産故一旦退職し､子育て故に再就職
結婚･出産を機会に退職し､仕事をやめる
不明
0 5 101420 2さ 30 35
(単位:人)
図8 自身の仕事 と結婚 について
(5)
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表6 仕事 と結婚の関係 で悩 んだ経験について
霊位:人.( )内% N=70
た悩 悩仕 伯が相 でやと白 いの相 不
事ん ん事 ん義手 悩転義分 の義手 明
はだ だと だれの ん鴨れが で続が
な り 暮寮 雷て仕 だすた相 伯を緒
い迷 が丘 がい事 こる徽手 ん董嬬
つー あの あるの とか嶋の だん後
た る両 るた鋤 がどに鋤 事でに
り 立 め務 あう転務 がい仕
し で ･地 るか動地 あな雷
配偶者あり∩=18 5(27.8) 5(27.8) 3(16.7) 1(5.6) 2(ll.1)2(ll.1)
配1{なし n=52 27(51.9)12(23.1) ¢(ll.5) 1(1.9) 0(0.0)6(ll.5)
表7 仮に､仕事の都合で結婚相手 と別居せ ざるを得 な
い場合 にどうするかについて
単位:人.( )内% N=70
いhI 嶋るをい 結徽伺 よれ糟 か別 不
｡居 の ｡辞 つ 糟場居 いぼ沖 ら々 明
別は 近まめた をがし 緒 的 緒に
の考 くたてん 樽得て 婚つ 婚住
相え にはで自 つ ら総 しな すん
手 ら 斬相も分 れ糟 なが るで
をれ た手持が るで くり ち
探な にの婚仕 まき てが 良
す 仕離す事 でる もあ い
配偶者あり∩=18 α0.0) 10(55.6) 0(0.0) 3(16.7) 4(22.2) 1(5.6)
配偶者なしn=52 2(3.8) 13(25.0) 2(3.8) 12(23.1) 22(42.3) 1(1.9)
7."両住まい".についての考え方
調査票中で "･両住まい"の概念を説明した上で､ 両`
住まい"カップルに対する考え方を尋ねた結果●16)､
｢パートナーの仕事のために､自分の仕事をあきらめる
必要はないと思うので､自立したカップルによる 両`住
まい"にはかなり共感できる｣が30名 (43%)､｢夫婦は
精神的なつながりがあればいいので､それぞれの仕事の
ために､日常は別々の住まいに暮らすこともやむをえな
いと思う｣が20名 (29%)であった｡その他､｢"両住ま
い'に共感するかどうかは､その時々の状況による｣や
｢"両住まい"には共感できるが､自分には無理だと思う｣
という回答が若干あったが､｢夫婦が別れて暮らすなら
結婚する意味がないと思うので､ 両`住まい"には共感
しがたい｣は8名にすぎなかった (表8)｡配偶者の有
無別にみると､有配偶者18名では10名 (56%)が 一両住
まい'に ｢共感できる｣と回答し､配偶者のいない者よ
りも回答率が高いことが注目される｡有配偶者の場合は､
現実に結婚生活と仕事との葛藤を経験していることが､
"両住まい-'への共感につながっているのではないかと
考えられる｡
また､ 両`住まい'の解消法については､約 6割が
｢(女性の方が仕事をやめるとか､男性の方が再就職Lや
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すいから転職するというように性で区別する問題ではな
く)､お互いの仕事の重さや給与等によって判断すべき｣
と回答した｡職業においては､性別に関わりなく､その
時々の両者の生活や仕事の条件を考慮して､ 両`住まい'
の解消を図るべきだと考えている者が多いことがわかる
(表9)0
表8 "両住まい"に対する考え方
単位:人.( )内% N=70
い共 いや 共 状そ が共 千 不
感 む 惑 況の 自感 の 明
し 杏 で に時 分で 他
が え き よ々 にき
た な る. るの● はる
配偶者ありn=18 2(ll.1) 3(16.7)10(55.6)2(ll.1)∝0.0) ∝0.0) 1(5.6)
配偶者なしn=52 6(ll.5)17(32.7)2∝38.5)3(5.8)3(5.8) 2(3.8) 1(1.9)
表9 "両住まい"解消の方法
単位:人.( )内% N=70
よ過女 をでの弟 い解 ら両 かちさお 千 不
い徽性 考 ､機性 消 一着 判 らや互 の 明
をの え男会の す両が 断が拾い 他
寺側 る性が方 る性合 す転与の
えが 側多が 必ま意 る鴨等仕
る転 がい再 憂いの すで雷
方職 転の就 は 〝上 べ ､の
がや 徽 職 なをな きど暮
配 者ありn=18 4(22.2) α0.0) 2(ll.1) 9(50.0) 3(16.7)α0.0)
醍 者なし∩=52 6(ll.5) 0(0.0) 3(5.8) 34(85.4) 7(13.5) 2(3.8)
8.まとめ
1)今回の調査回答者は､資格所有率が高い､専門的業
務で夜遅くまで働き､収入も比較的高いなど､一種のキ
ャリア女性的な特徴を示し､一人の職業人として経済的
に自立できる力を持っているといえる｡
2)調査回答者は､仕事に対する意識が高い一方で､結
婚志向も合わせ持ち､仕事と家庭の両立を強く志向して
いる｡しかしなが.ら､4割強の者は､現在の仕事の継続
と結婚について具体的に悩んだ経験を持ち､自分の勤務
地と相手の勤務地が離れているという 両`住まい'につ
ながる問題を抱えている女性もいた｡
3)結婚相手と仕事の都合で別居せざるを得ない場合､
一緒に住むことに執着しない考えを持つ女性が少なくな
かった｡また回答者全体として "両住まい'については
共感を示す者が多かった｡今回の調査では少数ではあっ
たが有配偶者の方が 両`住まい"に共感できるという回
答率が高く､キャリアアップのためなら条件に'よっては
転勤や転職に応じ七も-よいとする考えが見られた｡
既報の "両住まい"女性研究者の調査から､"両住ま
(6)
い'は女性の側の仕事の継続や就職が要因で発生するこ
とが多いことが明らかになったが､今回の調査結果では､
回答者は自立した経済力があり､仕事に対して高い意識
を持ち､キャリアアップのためなら転勤や転職にも応じ､
夫婦がそれぞれの仕事のために別々に住まう"両住まい'
を許容する意識が高かった｡未婚者だけでなく､有配偶
者にもこうした傾向が見られたことから'17)､条件しだ
いでは‥一般の専門職若年女性にも "両住まい"の可能
性が潜在していると考えられる｡
回答者のフリーアンサ ●ー18)では∴｢私の場合､主人が
先に転勤で関東に引っ越し､しばらくは私が関西で仕事
を続けていたので別居状態でした｡やむをえず私が会社
をやめ､現在同居に至っています｡その際どちらが仕事
をやめるかという問題を充分に話し合えなかったことを
後悔しま-した｡その時の思いは､私が勤めている会社で
私の転勤を受け入れてもらえたらでした｡｣というよう
に､実際に "両住まい'を体験した者もみられた｡その
他､｢"両住まい"は精神的な面で個人差があり､私自身
は問題ないと思うが､経済的な負担が最も気になる｡男
性 ･女性に関わらず､会社や組織からきちんとした経済
的支援が必要だと思う｡｣や ｢子どもが生まれてからの
夫婦の別居にはかなり無理があるのではと思います｡職
場内に託児施設があればいいと思うのですが｡｣などの
意見が寄せられた｡"両住まい"には､経済的な居住支
援だけでなく､育児や介護などのソフトを合わせた包括
的な住環境整備が必要だと思われるが､このことについ
ては､男性からみた 両`住まい"志向や自立した個と個
のカップルによる共生の住まいのあり方なども含めて､
さらに調査研究の蓄積が必要である｡
【注釈】
'1 平成12年の内閣府による ｢男女共同参画社会に関
する世論調査｣では､｢子どもができてもずっと職業
を続ける方がよい｣(｢就業継続型｣)の回答が増加傾
向にあり､とくに20歳代～40歳代の女性にその傾向
が強くなっている (文献1))｡また､国立社会保障 ･
人口問題研究所が未婚女性を対象に行った ｢第11回
出生動向調査 (結婚 と出産に関する全国調査)｣
(1997年)では､未婚女性が理想とするライフコース
は ｢再就職型十が最も多いが､最近では結婚し､子
どもも持つが仕事も一生続けるという ｢両立型｣が
増加傾向にあることが示されている (文献2))0
●2 厚生労働省の ｢貸金時間制度等総合調査｣によれ●
ば､企業等に勤める有配偶単身赴任者総数は年々増
加傾向にあり､平成10年の時点で30万人を超えた｡
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その中で､女性の有配偶単身赴任者の数は､調査が
始まった1998年時点では約500人だったものが､1998
年には約900人に増加した (補図)0
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(単位:百人) 平成2年 6年 10年 (豊位:人)
ロ有配偶単身赴年書総故
補図 有配偶単身赴任者の推移
●3 田中佑子 (文献3))によると､単身赴任は ｢勤労
者である夫が､自宅通勤が不可能な地域への移動を
勤務先から命じられた場合に､家族を帯同せず 1人
で勤務地へ赴任すること｣と定義されている｡単身
赴任は雇用者側の命によって一定の期間､居住地を
離れるのに対し､"両住まい"は必ずしも雇用者側の
命ではなく､自立したカップルが､自らの職業を継
続するために､あるいは目指す職業に就 くために､
日常は別々に住むことを主体的に選択するケースが
多い｡
●4 仕事の専門性や継続性を重視したり､キャリアア
ップを志す場合､本当は夫と同居したいと思ってい
ても､転勤や遠方での就職を受け入れざるを得ない
場合があるので､一部には必ずしも主体的とは言い
難いケースも含まれる｡
'5 文献4)による｡
●6 文献5)による｡
●7 文献6)による｡
●8 単身赴任の居住実態に関する研究には文献7)､共
働き世帯に関する研究には文献8)などがある｡また､
文献3)は居住問題としての視点ではないが､単身赴
任を社会学的に明らかにした研究である｡
'9 文献9)参照｡
●10 文献10)､ll)､12)参照｡
●11 社会学の分野においては家族のあり方や共働きに
関する研究の蓄積がみられるが､居住の視点からの
ものではない｡
●12 筆者らの出身大学の同窓会名簿を使用した｡
●13 同窓会名簿作成のための照会時期が平成11年であ
(7)
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ったため､調査時までの約2年間に退職者や､一時
退職して転職準備中の者が含まれたと考えられる｡
●14 国税庁 ｢民間給与実態統計調査｣(平成11年)によ
る｡
●15 後日､個人的な聞き取 りから､事実婚や夫婦別姓
であったことが判明した･｡ しーたがって､分析の一部
では､配偶者の有無別で検討した｡しかし､今回の
既婚者は事実婚や夫婦別姓などを行っているなど､
一般の既婚者とは位置づけが異なることが特色であ
る｡
●16 調査票ではつぎのように "両住まい"の概念を説
明して､それに対する考えを尋ねた｡｢自分の職業の
ために離れて暮らすカップルの住まい方について､●
あなたのお考えをお聞きします｡専門的職業に就く
女性が増加する中､女性の単身赴任も増えつつあり
_ます｡これまでは転勤や仕事の選択で夫婦のどちら
かの勤務地が離れることになった場合は､女性の側
が仕事を続けるのをあきらめたり､仕事を変えたり
するケースが多くみられました｡しかし､自分の職
業を大切にする一個人として対等なカップルの場合､
仕事を続けるためにパ .ートナーと日常は別れて別々
の住居で暮らし､休日などだけに一緒に暮らすこと
(.`両住まい')を選択する人も増えてきています.あ
なたは､一個人として経済的にも生活的にも自立し
たカップルが､仕事のために日常は別々の住まいに
別れて暮らすことについてどのように考えますか｡｣
●17 今回の既婚者は､結婚して間もない者や､事実婚
や夫婦別姓を行っている者が多いなど､一般の既婚
者とはやや異なる属性を持っていることが､"両住ま
い'を許容する回答につながっていると考えられる｡
●18 働く女性のための住宅制度や生活支援施策につい
て､回答者の半数を超える37名から自由意見が寄せ
られた｡
【文献】
1)平成13年版厚生労働自書､厚生労働省､ぎょうせ
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務省印刷局 (2001)
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専門職若年女性の職業 ･結婚観と 両`住まい'志向
椎田智子 久保加津代 竹揮志朗
要旨 :本研究は､専門的職業につく若年女性を対象に､両住まい志向を明らかにするものである｡住居学専攻の大学
を卒業した20歳代～30歳代の女性70名を対象にアンケート調査を行った結果､つぎのことが明らかになった｡
1.調査対象者は､建築士の資格を持ち､専門職として夜遅くまで働き､収入も高いなど､キャリアウーマンとしての
特徴を持つ｡
2.彼女たちは､職業意識が高い一方で､結婚生活と仕事の両立を望んでいる｡
3.キャリアアップのためなら､遠方への転職や転勤にも応じる考えがあり､また､職業上の理由で､夫婦が日常は離
れて別の住まいに居住する ｢両住まい｣にも共感する者が多い｡
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